
１ ２はじめに

地球温暖化問題や廃棄物問題をはじめ，今日の

我が国が抱える環境問題は，その原因が大量生

産，大量廃棄を前提とした社会構造に根ざしてお

り，その解決には，我が国社会のあり方そのもの

を環境負荷の少ない持続的発展が可能なものに変

革していくことが重要となっています。このよう

な状況の中，われわれの生活や経済活動を支える

物品等についても，環境負荷の低減に資する環境

物品等への需要の転換を促進していくことが必要

です。

そのためには，国等の公的部門が自ら率先して

環境物品等の調達を推進し，我が国全体の環境物

品等への需要の転換を促進することが重要となり

ます。

こうした背景のもと，「国等による環境物品の

調達の推進等に関する法律（以下，「グリーン購

入法」という）」が平成１２年５月３１日に公布さ

れ，平成１３年１月より施行されました。

グリーン購入法では，文具類等の他に，各機関

の調達の中でも金額が大きく，国民経済に大きな

影響力を有する等の理由から，公共工事について

も対象となっています。本稿では，公共工事にお

けるグリーン購入法への取り組みついて紹介しま

す。

グリーン購入法について

グリーン購入法は，国等の公的機関による環境

物品等の調達を推進することにより，環境への負

荷の少ない持続的発展が可能な社会の構築を図る

ことを目的としています。その概要は次のとおり

です。

� 「環境物品等」を再生資源その他の環境負荷の

低減に資する原材料，部品，製品，役務と定

義。

� 国，地方公共団体，事業者・国民等の責務と

して，環境物品等への需要の転換を促進するた

めの措置を講ずるよう努めること等を規定。

� 国は，各機関が調達を推進する際の基本的事

項を定めた「国等における環境物品等の調達を

推進するための基本方針（以下，「基本方針」

という）」を策定。

� 各省庁の長等は，「基本方針」に即して，毎

年度「環境物品等の調達の推進を図るための方

針（以下，「調達方針」という）」を作成・公表

し，その実績を公表。

� 地方公共団体は，努力義務として「調達方

針」の策定に努め，作成したときは，それに基

づき調達を推進。

「調達方針」に基づき，各機関は環境物品等の

調達を推進することとされており，具体的には，

公共工事における
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「基本方針」で規定され

る「特定調達品目」およ

びその「判断の基準」に

基づき調達を実施しま

す。ここで，「特定調達

品目」とは，国等が重点

的に調達を推進すべき

「環境物品等」の種類の

ことであり，「特定調達

品目」ごとにその「判断

の基準」を満たす物品等

を「特定調達物品等」と

し，各機関はその調達を

推進することになりま

す。

公共工事に関
する特定調達
品目の選定

特定調達品目のうち公

共工事に係る品目は，法

律施行当初の平成１３年度

に「高炉セメント」「再

生骨材等」の１１品目でス

タートし，以降，平成１４

年度に１７品目，平成１５年

度に１３品目がそれぞれ追

加され，現在，表―１に

示す合計４１品目が選定さ

れています。

これらの品目を，環境

負荷低減効果を発揮する

場面に応じて，「資材」

「建設機械」「工法」「目

的物」の四つに分類して

います。平成１５年度にお

ける特定調達品目の内訳

は，それぞれ３１品目，２

品目，５品目，３品目と

なっています。

「資材」と「建設機械」

表―１ 平成１５年度特定調達品目（公共工事）

分類
品目名

（品目分類） （品目名）

資材 盛土材等 ○建設汚泥から再生した処理土
◎土工用水砕スラグ

コンクリート塊，アスファルト・
コンクリート塊

再生加熱アスファルト混合物

リサイクル資材 再生骨材等

コンクリート用スラグ骨材 ○高炉スラグ骨材
○フェロニッケルスラグ骨材
○銅スラグ骨材

アスファルト混合物 ○鉄鋼スラグ混入アスファルト混合物

路盤材 ○鉄鋼スラグ混入路盤材

小径丸太材 間伐材

混合セメント 高炉セメント
フライアッシュセメント

コンクリート及びコンクリート製品 ○透水性コンクリート

塗料 ○下塗用塗料（重防食）
◎低揮発性有機溶剤型の路面表示用水性塗料

園芸資材 ○バークたい肥
○下水汚泥を使用した汚泥発酵肥料（下水
汚泥コンポスト）

道路照明 ○環境配慮型道路照明

タイル 陶磁器質タイル

建具 ○断熱サッシ・ドア

再生木質ボード パーティクルボード
繊維板
木質系セメント版

断熱材 ○断熱材

照明機器 ○照明制御システム

空調用機器 ○吸収冷温水機
◎氷蓄熱式空調機器
◎ガスエンジンヒートポンプ式空気調和機

配管材 ◎排水用再生硬質塩化ビニル管

衛生器具 ○自動水栓
○自動洗浄装置及びその組み込み小便器

建設機械 ― 排出ガス対策型建設機械
低騒音型建設機械

工法 建設汚泥再生処理工法 ◎建設汚泥再生処理工法

コンクリート塊再生処理工法 ◎コンクリート塊再生処理工法

舗装（表層） ◎路上表層再生工法

舗装（路盤） ◎路上再生路盤工法

法面緑化工法 ◎伐採材又は建設発生土を活用した法面緑
化工法

目的物 高機能舗装 ◎排水性舗装
◎透水性舗装

屋上緑化 ◎屋上緑化

※１ ○印は平成１４年度の追加品目
※２ ◎印は平成１５年度の追加品目

建設マネジメント技術 2004年 3月号 １９



表―２　環境負荷低減効果の発揮される場面�

施工段階・維持管理段階に投入されるもの（インプット）�
が環境負荷低減効果を発揮�

企画・設計� 施　　工� 維持管理�

△着工� △検査・竣工�

プロセスにおいて環境負荷�
低減効果を発揮�

アウトプットが環境負荷�
低減効果を発揮�

は，工事への投入物（インプット）として環境負

荷低減効果が認められる品目であり，「工法」

は，施工段階（プロセス）において環境負荷低減

効果が認められる品目，そして「目的物」は，維

持管理段階（アウトプット）で環境負荷低減効果

が認められる品目です。その概念を表―２に示し

ます。

特定調達品目およびその判断基準については，

物品等の開発・普及の状況，科学的知見の充実等

に応じて毎年度，見直しを行っており，特定調達

品目の追加，見直し等を行う際の検討の参考とす

るため，特定調達品目に関する提案の募集を行っ

ています。

いただいた提案は，「基本方針」に定める基本

的考え方に基づき，環境面に加え，普及状況，品

質確保，コスト面等についても検討を行います。

公共工事に関する特定調達品目の選定の基本的

な考え方として，グリーン購入法が国等が調達す

る物品について，より環境負荷の少ない物品等へ

の需要の転換を促進することを目的としているこ

とから，�国および独立行政法人等による調達が

ない，または，きわめて少ないもの，�すでに十

分普及しているもの，については検討の対象外と

しています。

また，品目の具体的な検討に当たっては，公共

工事の特性を踏まえ，以下の観点から実施してい

ます。

� 環境負荷低減効果が客観的に認められるもの

� 普及の促進が見込まれるもの

� 品質確保（安全性，耐久性等）が確実なもの

� コストが適正と判断されるもの

以上の検討を踏まえ，特定調達品目の候補を選

定します。公共工事の品目選定フローを表―３に

示します。

また，特定調達品目に選定されなかったが，公

共工事の使用実績が十分でないもの等，その品目

に対する検証ができなかったものは，特定調達品

目候補群（ロングリスト）として，次年度以降，

引き続き検討するものとして取り扱うこととして

います。

今年度においても，平成１６年度の特定調達品目

およびその判断の基準を定めるにあたり，平成１５

年５月末より，特定調達品目に関する提案の募集

を実施し，２３４の提案をいただきました。そのう

ち新規の提案は８４であり，残る１５０については，

ロングリストに掲載されている品目に関して，追

加の資料提出をいただいたものです。

いただいた提案について，先に示した公共工事

の品目選定フローに基づき審査を行い，平成１６年

度の公共工事における特定調達品目の候補とし

て，新たに「地盤改良用製鋼スラグ」等の１２品目

（資材１１品目，工法１品目）を追加し，また，「断

熱材」等の５品目に関する判断の基準を見直すこ

ととしました。特定調達品目候補一覧を表―４に

示します。

これらの特定調達品目候補に対するパブリック

コメントを昨年１２月末から実施しました。そこで

いただいたご意見を踏まえたうえで，その後，平
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成１６年度の特定調達品目およびその判断の基準が

閣議決定される予定です。

環境物品等の調達の推進について

公共工事におけるグリーン購入法への取り組み

については，通常の物品とは異なる公共工事の特

性を十分踏まえた対応が必要です。「基本方針」

でも触れられているように，公共工事の目的とな

る工作物（建築物を含む）は，国民の生命，生活

に直接的に関連し，長期にわたる安全性や機能が

確保されることが重要です。事業ごとの特性を踏

まえ，必要とされる強度や耐久性，機能を備えて

いることについて，特段の留意が必要なこと，そ

してそのコストについては，予算の適正な執行の

観点から，その縮減に鋭意取り組んでいることに

も留意する必要があります。

また，事業の目的，工作物の用途，施工上の難

易により資材等の使用形態に差異があること，調

達可能な地域や数量が限られている資材もあるこ

となどの事情にも留意する必要があります。

国土交通省では，以上を踏まえ，各特定調達品

目の適用個所や留意事項を明記し，これらの資材

等を使用する公共工事の調達を積極的に推進する

よう「調達方針」で定めています。そして，その

「調達方針」に基づき，「特定調達物品等」の調達

を積極的に推進してきたところであり，平成１５年

８月には，平成１４年度における環境物品等の調達

の実績を公表しました。表―５に調達実績を示し

ます。平成１４年度の公共工事に関する特定調達品

目の２８品目については，そのほとんどにおいて積

極的な調達がなされ，中でも平成１３年度からの特

定調達品目である１１品目については，一部を除い

て，前年度を上回る調達がなされました。今後

も，特定調達物品等の積極的な調達について，よ

り一層推進する必要があります。

我が国全体の環境物品等への需要の転換を促進

し，環境負荷の少ない持続的発展の可能な社会を

実現するためには，国土交通省をはじめとする国

等の機関のみならず，地方自治体や事業者・国民

に至る各主体がグリーン購入法への取り組みを推

進していくことが重要です。

表―４ 平成１６年度 特定調達品目候補（公共工事）
●新規追加候補

分 類
品 目 名

（品目分類） （品目名）

資 材 地盤改良材 地盤改良用製鋼スラグ

セメント エコセメント

吹付けコンクリート フライアッシュを用いた吹付けコンクリート

舗装材 再生材料を用いた舗装用ブロック（焼成）

土木用シート 再生材料を用いた防砂シート（吸出防止材）

衛生器具 水洗式大便器

製材等 製材
集成材
合板
単板積層材

変圧器 変圧器

工 法 建設発生土有効利用工法 低品質土有効利用工法
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表―５ 国土交通省・平成１４年度特定調達品目実績集計表（公共工事）

No. 分 類
品 目 名

単位
数 量 適用品目

数量割合
�／�

備 考
（品目分類） （品目名） 適用品目

�
類似品目
�

合計�
（＝�＋�）

１ 資 材 土砂 建設汚泥から再生し
た処理土 m3 ３１８，６９４７，４８７，０２２７，８０５，７１７ ４．１％ ※１

２
コンクリート塊，ア
スファルト・コンク
リート塊，リサイク
ル資材

再生加熱アスファル
ト混合物 t ３，６６１，１６４

１，９２２，２１９５，５８８，８２０ ６５．６％ ※２

３ アスファルト混合物 鉄鋼スラグ混入アスファルト混合物 t ５，４３７

４
コンクリート用スラ
グ骨材

高炉スラグ骨材 m3 ２２，０９４

４６５，８３４ ５０５，０９８ ７．８％ ※２５ フェロニッケルスラ
グ骨材 m3 ５０

６ 銅スラグ骨材 m3 １７，１２０

７
コンクリート塊，ア
スファルト・コンク
リート塊，リサイク
ル資材

再生骨材等 m3 ５，６８５，２０８
１，９９１，０４２７，６９５，００４ ７４．１％ ※２

８ 路盤材 鉄鋼スラグ混入路盤
材 m3 １８，７５４

９ 小径丸太材 間伐材 m3 ２３，８６０ ２３，８６０ ※３
１０

混合セメント

高炉セメント t ６９３，１１８
９９，３９４ ７９４，９５１ ８７．５％ ※２

１１ フライアッシュセメ
ント t ２，４３９

１０―１ 生コンクリート（高
炉） m3 ５，４７６，４８１

６５１，００５６，１２８，１５４ ８９．４％ ※２
１１―１ 生コンクリート（フ

ライアッシュ） m3 ６６８

１２ コンクリート及びコ
ンクリート２次製品

透水性コンクリート m3 １２０，４８８ １２０，４８８ ※１※３※４
透水性コンクリート
（２次製品） 個 ８２９，９７９ ８２９，９７９ ※１※３※４

１３ 塗料 下塗用塗料（重防
食） kg ６８，９２６ ４７，７５０ １１６，６７６ ５９．１％

１４
園芸資材

バークたい肥 kg ２，６２３，３３１
６０１，６５３３，６４５，２９４ ８３．５％ ※２

１５ 下水汚泥を用いた汚
泥発酵肥料 kg ４２０，３１０

１６ 道路照明 環境配慮型道路照明 個 ２４，５１８ ３，６６８ ２８，１８６ ８７．０％
１７ タイル 陶磁器質タイル m2 ３０，５１３ ２０，１９２ ５０，７０５ ６０．２％
１８ 建具 断熱サッシ・ドア 工事数 １２４ １２４ ※３
１９

再生木質ボード
パーティクルボード m2 ３１７ ３１８ ６３５ ５０．０％

２０ 繊維板 m2 ２５３ ３４ ２８７ ８８．１％
２１ 木質系セメント板 m2 ３，６８１ ２，８０８ ６，４８９ ５６．７％
２２ 断熱材 断熱材 工事数 ８８０ ８８０ ※３
２３ 照明機器 照明制御システム 工事数 ７４ ３３ １０７ ６９．２％
２４ 空調用機器 吸収冷温水機 台 ７３ １８ ９１ ８０．２％
２５

衛生器具
自動水栓 工事数 ２１２ １９ ２３１ ９１．８％

２６ 自動洗浄装置及びそ
の組み込み小便器 工事数 １８５ １１ １９６ ９４．４％

２７
建設機械

―

排出ガス対策型建設
機械

機種 ７５，８３８ ５，５０１ ８１，３３９ ９３．２％
工事数 ９８０ １０ ９９０ ９９．０％ ※５

２８ 低騒音型建設機械
機種 ４８，９３７ ２，４２９ ５１，３６６ ９５．３％
工事数 ９５６ ５ ９６１ ９９．５％ ※５

注） 公共工事で使用する資材や建設機械については，
○事業毎の特性，必要とされる強度や特性，機能の確保，コスト等に留意する必要があること。
○事業の目的，工作物の用途，施工上の難易により資材等の使用形態に差異があること。
○調達可能な地域や数量が限られている資材等があること。

等の事情があるため，使用可能な範囲において調達が行われている。
※１ 品目名については，平成１４年度基本方針に基づく名称としている。
※２ 類似品目が共通しているものは，該当する適用品目全体の数量割合を算出している。
※３ 間伐材，透水性コンクリート，透水性コンクリート２次製品，断熱サッシ・ドア，断熱材の適用品目数量割合
は，類似品目の特定が困難なため算出していない。

※４ 基本方針に定める品目名「透水性コンクリート」は，透水性コンクリートと透水性コンクリート２次製品に分け
て計上している。

※５ 営繕事業の建設機械の集計にあたっては，適用品目数量を工事数で計上している。
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